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１ 自主回収報告制度の趣旨 

「自主回収報告制度」は東京都食品安全条例※に基づく制度です。 

食品による健康への悪影響を未然に防止するためには、行政による監視指導だけでなく、

事業者が自主的に違反食品等の排除に取組むとともに、都が自主回収情報を都民に広く周知

することにより、回収が促進される仕組みが必要です。 

このため、未然防止の観点から都民への周知が必要な情報を都が可能な限り把握し、その

内容を正確かつ迅速に提供するシステムとして本制度を創設しました。 

具体的には、都内の事業者が条例に規定する事由により自主回収に着手した場合、その旨

を都に報告し、その内容を都がインターネット等を通じて公表し、都民に注意喚起します。 

こうした仕組みを通じて、健康への悪影響の未然防止に向けた自主回収と情報提供が促進

され、都民と食品関係事業者との信頼感がより高まることを期待しています。 

この制度は平成１６年１１月１日に施行される予定です。事業者の皆さんもこの制度の趣

旨をご理解の上、ご協力いただきますようお願いします。 

 

※ 「東京都食品安全条例」 

生産から消費に至る全ての段階で食品安全行政を総合的・計画的に推進し、あわせて国

の制度を補完する観点から都として必要な対策を実施するため、平成１６年３月に制定。 

食品の安全を確保することにより、現在及び将来の都民の健康保護を図ることを目的と

し、食品の安全確保に向けた方向性をはじめ、関係者が果たすべき責務や役割を明らかに

するとともに、国の制度を補完する仕組みとして自主回収報告制度等を定めている。 

一部の規定を除き、平成１６年４月より施行されている。 
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２ 自主回収報告制度の概要 

(1) 制度の概要 

この制度では、事業者が行う食品等の自主回収のうち、条例に定める回収（健康への悪

影響の未然防止ために行うもの）に着手した際には、その内容を報告することとしていま

す。 

また、より多くの都民に情報提供する必要性があることから、報告された情報について、

東京都福祉保健局のホームページ「食品衛生の窓」 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shokuhin/index.html 

等で公表することとしています。 

さらに、回収終了時にもその旨を報告していただくことにより、確実な回収を促します。

また、回収された食品等の措置に際しては、再び都民の手に渡ることがないよう、行政が

確認することとしています。 

なお、従来から東京都では食品関係事業者が食品等の自主回収を行う場合、保健所等へ

の相談を指導してきましたが、この点は今後も変わることはありません。 

制度の詳細は「自主回収制度の概要図」と「自主回収報告制度手続きの流れ」を参照く

ださい。 

 

(2) 「自主回収」とは 

（→自主回収報告制度：条例第２３条第１項） 

自主回収報告制度における「自主回収」とは、事業者が生産、製造、輸入、加工又は販

売した食品等について、事業者が自ら食品衛生法違反や健康への悪影響のおそれに気づき、

自らの判断で回収を決定、実施することを指します。したがって、法令に基づく命令又は

書面による指導を受けての回収は本制度に含まれません。 

なお、本制度は自主回収の報告を義務づけるもので、自主回収を義務づけるものではあ

りません。また、報告義務のない自主回収について、保健所等への相談を不要とするもの

でもありませんので、自主回収が必要な事態が発生したら、まずは保健所等にご一報くだ

さい。 
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(3) 報告対象となる食品等の範囲 

本制度で報告を求める自主回収の対象となるものは下表に掲げるとおりです（以下「食

品等」といいます）。 

「食品等」の範囲 

「食品等」に含まれるもの 例 

食   品 
すべての飲食物（薬事法に規定する医薬品及

び医薬部外品を除く） 

食品添加物 

（食品衛生法第４条第２項の規定）

 「食品の製造の過程において又は食品の加

工若しくは保存の目的で、食品に添加、混和、

浸潤その他の方法によって使用するもの」 

例：保存料、発色剤、甘味料等 

器   具 

（食品衛生法第４条第４項の規定）

「飲食具、割ぽう具その他食品又は添加物

の採取、製造、加工、調理、貯蔵、運搬、陳

列、収受又は摂取の用に供され、かつ、食品

又は添加物に直接接触する機械、器具その他

のもの」 

例：食器、箸、スプーン、食品製造に使用す

る器械等 

食品の容器包装 

（食品衛生法第４条第５項の規定）

 「食品又は添加物を入れ、又は包んでいる

物で、食品又は添加物を収受する場合そのま

まで引き渡すもの」 

例：びん、缶、樹脂パック、袋等 

※ 「乳児用おもちゃ」は「食品等」には含まれません。 
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製 造 ・ 加 工 者

輸 入 者

生産者・生産者団体

○都 民
○事業者
○消費生活センター
○他自治体　など

事業者責任に

おいて実施

回収情報の公開 ◇報告（届出）の受理

◇報告内容の事実確認、必要に応じ回収方法
　の変更等の指導

◇報告事項の公表（インターネット）、必要
　に応じ緊急発表（報道発表）

◇回収品の措置（廃棄等）に係る指導・確認

食品等の自主回収報告制度の概要図

特定事業者

自
主
回
収
を

　

決
定
し
た
場
合

自
主
検
査

・販売先への回収連絡
・社　告（任意）
・企業ＨＰ（任意）

公　表

報告義務

報道発表

ホームページ
掲載

健康影響などのコメン
トを添えて公表

◇事実確認
◇回収方法の変更等の指導
◇回収品の措置に関する指導・確認

東京都

　【主な報告事項】
　１　回収を行う事業者名・住所
　２　回収対象となる食品等の名称、賞味期限、
　　　ロットの特定に必要な情報
　３　回収の理由・原因
　４　回収対象の数量、出荷時期
　５　回収方法（消費者への周知方法等）
　６　想定される健康への影響　

予測される被害の程度に応じて

事業者の任意
の判断に基づ
く決定

○対象は、法令違反及び健康への悪影響の
　おそれがあるものの中で設定
　①食品衛生法に違反するため自主回収する
　　もの（表示規準に関わる違反を除く）
　②健康への悪影響のおそれのあるもの
　※行政機関による命令等に基づく回収は
　　除く

クレーム
危害情報

都内に次の施設
を有する者

○事業所
○事務所
○ほ場
○養殖場
○その他事業に　
　係る施設・場所
など

販 売 者

※ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾌﾞﾗﾝﾄﾞ商品
　「固有記号」により販売者
　として表示を行う者

　製造・加工施設
等において、他者
を経ることなく、直
接都民へ販売する
事業を主とする者
は除外

ただし

回収終了後は、回収の状況について報告

情報提供○都 民
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保健所等に自主回収着手の相談

保健所等と相談しながら報告書に
必要な事項を記入

自主回収報告
制度の対象か

はい

自主回収着手報告書の提出

提出時必須項目
（1）回収する食品等の商品名（名称）
（2）回収する食品等を特定する情報
（3）回収を開始した年月日
（4）製造等が行われた事業所の名称
     及び所在地
（5）回収の理由
（6）回収方法及び問い合わせ先
（7）想定される健康への影響
（8) 担当者名、担当部署及び連絡先

自主的回収
（報告義務なし）

自主回収終了報告書の提出

自主回収終了

確認の内容
(1) 回収の対象品
(2) 回収の理由
(3) 都内流通の有無
(4) 都民への販売の有無

自主回収着手報告書の作成

回収状況確認

終了報告書の内容追加・修正等(随時)
 提出時必須項目

（1）回収された食品等の商品名（名称）
（2）回収終了年月日
（3）回収された食品等の数量
（4）回収された食品等の保管場所及び処分
等の方法

（5）処分等を行う予定時期
（6）担当者名、担当部署及び連絡先

いいえ

自主回収事由の発生

自主回収品の処理

都から公表（インターネット、
報道発表）、関係自治体に通知

都から公表、
関係自治体に通知

処分の立会と確認

自主回収報告手続きの流れ

保健所等と相談しながら報告書に
必要な事項を記入

自主回収終了報告書の作成

事業者の行為

行政による確認
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(4) 「特定事業者」とは 

（→特定事業者の定義：条例第２条第７項、施行規則第３条） 
自主回収報告制度では、条例に定める自主回収の報告義務のある事業者を「特定事業者」と

規定しています。 

「特定事業者」とは、「食品等の製造者、輸入者及び加工者」「製造者固有記号に係る販売者」、

「商品に自社（自店）名を冠する（プライベートブランド商品）販売者」「農林水産物の生産

者及び生産者団体」のいずれかに当てはまる者で、都内に「事業所、事務所その他事業に係る

施設あるいは場所※」を有する事業者をいいます。 
※本社、支社、営業所、出張所、連絡事務所、製造施設、倉庫、ほ場（耕作地）、養殖場等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本制度では、できる限り幅広く自主回収情報を収集し、都民へ提供することが求められます。

このため、従来のように「本社」や「製造所」だけでなく、何らかの事業拠点が都内にあれば、

そこから、報告していただくこととしました。 

 

 

次のように、特定事業者であっても、その業態により、報告をしなくてよい場合があ

ります。 

○業態による例外（→条例第２３条第２項） 
自ら生産、製造、輸入、加工した食品等を、卸売を行うことなく、その施設又は場所

において、対面販売等により直接都民に販売する事業者。 

報告不要の理由：販売先が比較的限定されており、店頭告知等で十分な情報提供が

できる。 

例：施設内で製造･加工した食品等をその施設の店頭のみで販売する場合 

  自身が輸入した食品等を自身の店舗のみで販売する場合、等 

 

例外 

都内に事業拠点がある都内に事業拠点がある
〔〔事業所、本社、支社、営業所、事業所、本社、支社、営業所、
出張所、出張所、 連絡事務所、製造施設、連絡事務所、製造施設、
倉庫、倉庫、ほほ場（耕作地）、養殖場など場（耕作地）、養殖場など〕〕

①①食品等の食品等の製造者、輸入者製造者、輸入者、、加工者加工者
②②製造者固有記号にかかる製造者固有記号にかかる販売者販売者
③③商品に自社（自店）名を冠する販売者商品に自社（自店）名を冠する販売者

（プライベートブランド商品）（プライベートブランド商品）
④④農林水産物の農林水産物の生産者生産者およびおよび生産者団体生産者団体

ここがここが 特定事業者特定事業者 ですです
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(5) 報告が義務づけられる回収事由 
（→回収事由：条例第２３条第１項） 

本制度で報告を義務づけている自主回収の事由は以下のような場合です。 

ア 食品衛生法に違反する食品等の自主回収 
（規則で定める事由以外の表示違反を除く：→施行規則第８条第２項） 

 ＜例＞ 
(ｱ) 食品添加物の使用基準に違反するもの 

自主検査の結果、ソルビン酸の過量使用が判明した、等 

(ｲ) 賞味期限又は消費期限を本来の設定より長くなるよう表示してしまったもの 

「賞味期限：17.5.31」と表示すべきところを「賞味期限：18.5.31」とした、等 

(ｳ) 原材料表示からアレルギー原因物質表示が欠落したもの 

原材料に醤油を使用しているが「原材料の一部に小麦を含む」旨の表示がない、等 

(ｴ) 保存基準の定められている食品の保存方法の表示基準に違反するもの 

冷凍食品に「-18℃以下で保存」と表示すべきところを「10℃以下で保存」と表示し

た、等 

 

イ 健康への悪影響を未然に防止する観点から報告が必要と認められる食品等

の自主回収              （規則で定めるもの：→施行規則第８条第３項） 
(ｱ) 衛生管理の不備に由来して、意図しない微生物、化学物質又は異物が含まれ、若しくは

付着したもの又はその疑いがあるもの。 

○例：機械の管理不良による包装の密閉不良のため、製品にカビが発生した。 
(ｲ) 現に食品等によるものと疑われる人の健康に係る被害が生じている場合において、当該

被害の態様からみて当該被害と同様の被害の原因となる恐れがあるもの。 

○例：有症苦情の原因と疑われる食品、あるいはその食品と同じ原材料を使った製品 
(ｳ) 行政命令の対象となった食品と同種又は類似のものであって、当該命令の対象となって

いないが、当該命令にかかわる違反と同様の違反の疑いがあるもの。 

○例：回収命令を受けた製品の別ロット品、あるいは命令を受ける原因となった製品と
同じ原材料を使った製品で、同様の違反の疑いがあるもの。 

(ｴ) 農薬取締法、飼料安全法、薬事法に定める生産資材の規格又は使用方法の基準に違反し

て生産資材が使用されていた農林水産物に由来する食品 

○例：農薬取締法に基づく登録がされていない農薬を使用した野菜、果物 
 

詳細は「自主回収報告制度で報告を義務づける範囲」と「自主回収報告制度に基づく

『報告の義務』判断要因図」を参照ください。 
 
 
次のように、報告が義務づけられた回収事由であっても、その流通実態により、報

告が必要とされない場合があります。 

○ 流通実態による例外（→条例第２３条第３項） 
１都の区域内に流通していないことが明らかな場合 

  例：地域限定販売品 

２都民に販売されていないことが明らかな場合 

例：特定の飲食店にだけ納入されており、全ての販売先から確実に回収

できる場合 

報告不要の理由：商品が都民の手に渡る可能性がない。 

 
 

例外 
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自主回収報告制度で報告を義務づける範囲

行政検査で発見
された違反

◇その時点では、食品衛生法違反となる

　ことが否定できず、相当数のものに
健康への悪影響のおそれが内在する　

　ため自主回収するもの

　次の事例に該当すると事業者が判断し
た場合

　　【規則で次のように限定して規定】
○　衛生管理の不備に起因する異常
○　原因は確定していないが、有症苦情
　　発生との因果関係が疑われるもの
○　食衛法に基づく命令等を受けた場合
　　に、その命令等の対象品ではない　　
　　が、同様の違反が疑われるもの
○　農薬取締法、薬事法、飼料安全法に
　　抵触して生産された農林水産物

報告の義務

◆食品衛生法に違反するものでなく、
　健康への悪影響のおそれがほとんど
　考えられないもの

【例　示】

○　在庫調整のための自主回収

○　品質上（安全面での品質を

　　除く）の問題による自主回収

○　軟質異物（毛髪、昆虫、ビニー
　　ルなど）が単発的に混入したも
　　の　⇒通常は回収しない

法に基づき公表 報告の義務なし

【食品衛生法に違反する食品等】

【自　主　回　収　す　る　食　品　等】

【法違反を理由に自主回収するもの】

次に該当すると事業者が
判断した場合

 【規則で次のように限定】
・アレルギー物質表示もれ
・実際の期限よりも長い期
　限の表示
・実際よりも　高い温度で　
　の保存を表示

◆表示基準違反で
自主回収するもの

健康への悪影響のおそ
れがある表示基準違反
のため自主回収するもの
（報告義務の対象）

義務づけの範囲の
基本的な考え方

① 食品衛生法違反に係る理由で自主回収するものは原則、報告義務づけ

　　　⇒ただし、表示基準（第１９条）違反に係るものは食品衛生法において回収命令等の適用がないことから、本制度の「義務づけ」から除外

　　　⇒ただし、「健康への悪影響又はその恐れ」がある表示違反に係るものは義務づけとする

②食品衛生法違反となることが否定できず、相当数のものに健康への悪影響のおそれが内在するため自主回収するものは報告義務づけ

③ ただし、自主回収の対象が都内に流通していないことが明らかなもの等は対象から除外

◇食品衛生法に違反するため
　自主回収するもの
　（表示基準に係る違反を除く）

報告の義務なし
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自主回収報告制度に基づく「報告の義務」判断要因図

回収する食品等との関係に
おいて、要件に該当しますか？

Ｙｅｓ

Ｎｏ

都内に事業施設等が
ありますか？

Ｎｏ

スタート

回収する食品等は
都内に流通していますか？

Ｙｅｓ

回収する食品等は
都民の手に渡っていますか？

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｎｏ

【注】　特定の工場や飲食店
へのみ納入されているなど
のケースが考えられます

回収する食品等は、流通過程で
卸売されていますか？

【注】　製造施設、工場、
本社、支社、事業所、倉庫、
田圃、畑など

Ｙｅｓ

報告の義務あり

複数の自店舗で広く
販売していますか？

Ｎｏ

義
務

報告の義務なし
特定事業者に
該当しません

報告の義務なし

報告の義務なし

②、③以外の
販売者

【要件】
①製造者、輸入者、加工者
②製造者固有記号にかかる販売者
③商品に自社（自店）名を冠する
　販売者（プライベートブランド商品）
④生産者及び生産者団体

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｎｏ
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３ 報告する事業者 

(1) 都内に複数の事業所等がある場合 

本制度で報告を行う者は、特定事業者の中で当該自主回収への対応について、都内で最も

重い責任を持つ事業所等を原則としています。 

 

 

 

本社 ＞ 製造所（または輸入届出者）＞ 営業所 ＞ 事務所、倉庫等 

 

 

・ 都内に営業所だけが複数ある場合は社内で報告担当営業所を決めて、その営業所を管

轄する保健所等に報告してください。 

・ 個人営業等、事業規模が小さい場合、その個人事業主は本社とみなされます。 

・ 都内に本社がある場合であっても、回収を主体的に行う製造所等が報告を行うこ

とは差し支えありません。 

 

(2) 当該自主回収に係る特定事業者が複数ある場合 

「生産者」と「生産者団体」や「製造者」と「特定事業者に該当する販売者」が、両者共、

都内に事業所等を有する場合は、事業者間で相談の上、当該自主回収を主体となって行う方

に対応を一元化し、報告してください。 
報告にあたり不明な点等がありましたら、近くの保健所等にご相談ください。

報告責任の原則
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(3) 報告先 

報告先は報告を行う事業所等の所在地や業態により異なりますので、下表を参照くださ

い。 

日頃、事業所等の監視指導を行っている機関が報告先となります。 

ご不明な点がありましたら、添付資料の「連絡先一覧」をご覧の上、各機関にお問い合

わせください。 

特別区 多摩地区 報告を行う事業所等 

の所在地 

特定事業者 

の種類 

 卸売市場※3

及び 

食肉市場 

 

卸売市場※3 

島しょ地区

大規模製造事業者※1 

健康安全研究 

センター 

多摩支所 

輸入者 

健康安全研究

センター 

広域監視部 

健康安全研究 

センター 

多摩支所 

報 

告 

者 

その他※2 

保健所 

衛生 

検査所 

（出張所を

含む） 

保健所  

保健所 

（出張所及び

支所を含む）

※１ 「大規模製造事業者」とは従業員２０人以上の事業所をいう。 

※２ 「その他」とは「大規模製造事業者」と「輸入者」を除く全ての特定事業者をいう（ただし、農林水産

物の生産者及び生産者団体を除く※4）。 

※３ 「卸売市場」とは水産市場及び青果市場をいう。 

※４ 農林水産物の生産者及び生産者団体については、地域にかかわらず、東京都食品監視課に相談、報告す

る。 

ア 特別区内（卸売市場内を除く）の特定事業者 

  地域を管轄する保健所に報告してください。 

イ 特別区内にある卸売市場内の特定事業者 

  市場内の衛生検査所（出張所を含む）に報告してください。 

ウ 多摩地区の特定事業者 

(ｱ) 大規模製造事業者及び卸売市場内の特定事業者 

健康安全研究センター多摩支所に報告してください。 

(ｲ) 輸入者 

健康安全研究センター広域監視部に報告してください。 

(ｳ) その他の事業者 

地域を管轄する保健所に報告してください。 

エ 島しょ地区の特定事業者 

  地域を管轄する保健所に報告してください。 

 

例 1 多摩地区に工場、本社が A区にある特定事業者→報告先は A区保健所（原則） 

例 2 他県に本社、多摩地区に倉庫がある輸入事業者→報告先は健康安全研究センター広域

監視部 
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４ 自主回収の着手とその報告 

（→自主回収着手報告：条例第２３条第１項、施行規則第８条第１項） 

(1) 報告書の提出時期 

回収に着手したら、速やかに報告して下さい。「着手」とは､社内で自主回収することを決

定し、回収に関する情報提供を食品等の納入先等に行った時点を指します。 

なお、社内で商品の異状を察知したら、速やかに保健所等にご相談ください。 

 

(2) 報告書の作成 

報告書は様式（施行規則別記第２号様式）に従って記入してください（１６ページの記入

例参照）。報告書提出時には記載できない点があるかもしれませんが、下表の「提出時に最

低限必要な情報」は必ず記入してください。 

その他の項目も出来るだけ早くご報告ください（特に販売先リストについては他道府県に

情報提供する場合もあるので、早めに提出願います）。なお、追加情報の提出はファクシミ

リでも可能です。 

その他、記入方法についてご不明の点がありましたら、提出先にご相談ください。 

 

 

①回収する食品等の商品名 

（名称） 

④製造等が行われた事業所の名称 

及び所在地 

②回収する食品等を特定する情報

（形態、容量、消費期限、製造

番号、表示事項等） 

⑤回収の理由 

⑥消費者からの回収方法及び問い合わせ先 

⑦想定される健康への影響 

③回収を開始した年月日 ⑧所属部署、担当者名及び連絡先 

  

 
(3) 報告用紙の入手 

保健所等の窓口にあります。 

また、東京都食品監視課ホームページ「食品衛生の窓」 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shokuhin/index.html 

からもダウンロードできます。 

提出時に最低限必要な情報 
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(4) 報告に必要な添付資料 

報告の際には、所定様式の他に下記の資料も提出してください。 

なお、回収情報を関係自治体に通知する際、迅速に正確な資料を提供できるようにするた

め、写真やリスト類については、できればデジタルデータで提出願います。 

添付する資料 必要な理由 

 製品あるいはそのパッケージ 
 製品表示部分のコピー 
 荷姿写真等 

回収対象製品を特定するのに役立ちます。 

あれば提出してください。 

 販売先リスト 
 販売数量リスト 

販売先や販売量を把握するのに必要です。 

着手報告書に書ききれない場合は必ず提出し

てください。 

 自主検査の結果（自主検査を
行っている場合） 

自主検査の結果が回収事由に係る場合は添付

してください。 

 異物の写真 
 （社内の）苦情処理票等 

 回収に至った原因を確認するのに必要な場合

もあります。原因に係る場合は添付してくださ

い。 

 社告、ホームページ、店頭表示
等の内容 

行う場合は添付してください。 
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別記第２号様式（第８条関係） 
（表） 

平成 16年１１月 1日 
東京都知事   殿 

住所 ＊＊県＊＊市＊＊町１－１－１ 

    電話 ＊＊＊＊-＊＊-＊＊＊＊ 

氏名 株式会社 ○○食品  

    代表取締役 東京 太郎 

（法人にあっては、名称、主たる事務所の所在地及び代表者氏名） 

東京都＊＊区＊＊２－２－２ 

 電話 ＊＊＊-＊＊＊＊ 

株式会社 ○○食品 東京営業所 

 所長 大江戸 次郎 

 
自 主 回 収 着 手 報 告 書 

 
（生産・製造・輸入・加工・販売）した食品等について、下記のとおり自主的な回収 
に着手したので、東京都食品安全条例第２３条第１項の規定により報告します。 

記 
回収する食品等の商品名 
（名称） 

＊＊漬け（しょうゆ漬け） 

回収する食品等を特定す 
る情報 
形態、容量、消費期限、

賞味期限、製造番号、 
表示事項等 

 
※ 製品の表示事項、写 
真があれば添付してく 
ださい。 

容量及び形態：150g 樹脂袋詰（24 袋ダンボール入） 

       1kg 樹脂袋詰（15 袋斗缶入） 

賞味期限 ：17.10.15、17.10.18、17.10.19 

 

※商品の空袋、外装写真を添付 

食品等の出荷（販売）年 
月日、出荷先（販売店） 
及びその数量 
※ 多数ある場合は、別 
紙にリストを添付して 
ください。 

関東の「スーパー××」「○○ストア」等、計５２店舗 

に出荷（別紙販売先リスト参照） 

合計出荷量：1kg×350 袋、150×600 袋 

回収を開始した年月日 平成１６年１１月１日 
 

（日本工業規格 A列４番） 

※網かけ部分は報告時必須記入項目 

 枠内に収まら

ない情報は別添

にしてください。 

特定事業者の本社が他道

府県にある場合、実際に提

出を行う都内の事業所と報

告者を列記してください。 

着手報告書の記入例 
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（裏） 

 

製造等が行われた事業所 
の名称及び所在地 

××食品 株式会社 ○○工場 

 ○○県○○町○○１１１１－１ 

回収の理由 

 
１ 食品衛生法に違反するもの 
（違反内容：社内検査でソルビン酸 1.3g/kg 検出） 

２ その他、健康への悪影響の未然防止の観点から回収す 
るもの 
（1）衛生管理の不備による異常 
（2）健康上の被害が生じているもの 
（3）行政処分を受けた場合であって、対象処分品と同様 
の違反が疑われるもの 
（4）農薬取締法、薬事法、飼料安全法に抵触するもの 
具体的な内容 
 

回収に至った原因 
※ 不明の場合は、その 
旨を記入してください。 

先月、添加物倉庫清掃後に添加物製剤の計量に使用していたカッ

プが行方不明になった。そのため代わりの容器で計量したが、目盛を見

誤ってしまったことが原因と思われる。 

回収方法 
回収方法、回収情報の 
周知方法、問い合わせ 
先、回収品の保管場所、 
回収終了予定等 
※ 社告、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの掲載 
等を行う場合は、その内 
容を添付してください。 

回収方法：販売店における返金と郵送による交換 

周知方法：社告（１１月３日関東地区三大紙朝刊に掲載、内容は別紙

参照）、株式会社 ○○食品ホームページ（１１月１日掲載開始）、販売

店店頭告知 

問合せ先：下記の「担当者所属部署」参照 

回収品の保管場所：○○食品本社倉庫 

回収終了予定：平成１７年１月３１日 

想定される健康への影響 
通常の食べ方では特に問題ありません。 

担当者所属部署及び担当 
者名 

株式会社 ○○食品 東京営業所 営業一課 山田 

＊＊区＊＊２－２－２ 

 電話番号 ＊＊＊＊-＊＊＊＊ 

備考 
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５ 自主回収の終了とその報告 

（→自主回収終了の報告：条例第２４条第２項、施行規則第９条） 

(1) 終了報告の提出時期と提出先 

自主回収が終了した時もホームページで公表しますので、自主回収を終了したら速やかに

ご報告ください。 

終了報告は着手報告と同じ保健所等に提出してください。「終了」とは、特定事業者が把

握している納入先から回収し、所定の場所への保管を確認した時点をいいます。 

 

(2) 報告書の作成 

報告書は様式（施行規則別記第３号様式）に従って記入してください（１９、２０ページ

の記入例参照）。 

下表の「提出時に最低限必要な情報」は必ず記入してください。なお、追加情報の提出は

ファクシミリでも可能です。 

その他、記入方法についてご不明の点がありましたら、提出先にご相談ください。 

 

 

 

①回収された食品等の商品名（名称） 

②回収終了年月日 

④回収された食品等の保管場所 

及び処分の方法 

③回収された食品等の数量 ⑤処分等を行う予定時期 

 ⑥担当者名、担当部署及び連絡先 

 

 

(3) 報告用紙の入手 

保健所等の窓口にあります。 

また、東京都食品監視課ホームページ「食品衛生の窓」 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shokuhin/index.html 

からもダウンロードできます。 

 

(4) 回収終了後の措置 

事業者が回収した食品の措置を行う場合には、保健所等が廃棄処分に立ち会う等して、措

置の確認をしますので、事前にご連絡ください。 

提出時に最低限必要な情報 
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別記第３号様式（第９条関係） 
（表） 

 
平成 17年 2月 15日 

東京都知事   殿 
住所 ＊＊県＊＊市＊＊町１－１－１ 

    電話 ＊＊＊＊-＊＊-＊＊＊＊ 

氏名 株式会社 ○○食品 

    代表取締役 東京 太郎 

（法人にあっては、名称、主たる事務所の所在地及び代表者氏名） 

東京都＊＊区＊＊２－２－２ 

 電話 ＊＊＊＊-＊＊＊＊ 

株式会社 ○○食品 東京営業所 

 所長 大江戸 次郎 

 
自 主 回 収 終 了 報 告 書 

 
平成 16年 11月 1日に報告した、下記の食品等の自主的な回収については、終了した 
ので、東京都食品安全条例第２４条第２項の規定により下記のとおり報告します。 

記 
 

回収された食品等の商品名 
（名称） 

＊＊漬け（しょうゆ漬け） 

回収終了年月日 平成 17年 2月 10日 

回収された食品等の数量 
 

※ 複数のロットがある場 
合は、ロットごとの数量 
を記入してください。 

1kg 袋入×270 

150g 袋入×385 

 
（日本工業規格Ａ列４番） 

※網かけ部分は提出時必須記入項目 
 

 着手報告者が同じ保

健所等に提出します。 

終了報告書記入例 
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（裏） 

 

回収に至った原因 
 

※ 自主回収着手報告書 
の提出後に新たに判明 
したものについて記入 
してください。 

調査した結果、新たに判明したことはありません。 

再発防止のために講じた 
措置 

従業員に対し、添加物の計量に際し十分に注意するよう周知徹

底しました。 

具体的な対策は現在検討中です。決定次第、別途報告します。 

回収された食品等の保管 
場所及び処分等の方法 

 現在、回収された食品は全量○○食品本社倉庫に保管されてい

ます。 

 回収品は全量産業廃棄物として廃棄します。 

処分等を行う予定時期 

平成１７年３月１５日ごろ 

担当者所属部署及び担当 
者名 

株式会社 ○○食品 東京営業所 営業一課 山田 

＊＊区＊＊２－２－２ 

 電話番号 ＊＊＊＊-＊＊＊＊ 
 

 追加報告についてはファクシ

ミリでの提出もできます。分か

り次第、速やかに報告してくだ

さい。 

 違反品は廃棄する他に転

用、再利用が可能な場合も

あります。 
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６ 公表 

(1) 公表の目的 

（→回収の報告に係る公表等：条例第２４条第３項） 

自主回収報告制度の目的の一つに、都民の食卓から健康に悪影響を及ぼすおそれのある食

品等を速やかに排除することが挙げられます。 

そのためには特定事業者から報告された情報を広く都民に提供する必要があります。 

この制度に合わせて東京都では、 

東京都食品監視課のホームページ「食品衛生の窓」 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shokuhin/index.html 

内に「食品の自主回収情報（仮題）」というページを設け、情報提供を行います。 

これにより、自主回収を行い、積極的に情報を公開する事業者に対する都民の信頼性が向

上することが期待されます。 

また、都民の側では、 

 

○ いつでも情報を得られる 

○ 現在、どのような回収が行われているかが一目で分かる 

○ 健康への影響等、詳細な情報が得られる 

 

等のメリットが生じ、回収の促進が期待されます。 

なお、緊急性を考慮して、東京都が報道機関への発表を行う場合もあります。 

 

(2) 公表内容 

ホームページでの公表例を２２ページに掲載しています。記載項目は次のとおりです。 

ア 自主回収着手時の公表内容 

(ｱ) 着手報告受理年月日 

(ｲ) 食品名等（自主回収対象食品等の商品名、原産国、期限表示、ロット等） 

(ｳ) 自主回収の理由 

(ｴ) 想定される健康への影響 

(ｵ) 特定事業者名及びその所在地 

(ｶ) 回収方法及び問い合わせ先 

(ｷ) 備考（回収理由や健康影響に関する解説等） 

イ 自主回収終了時の公表内容 

着手時の公表内容に、次の内容が加わります。 

(ｱ) 自主回収終了報告が提出された旨 

(ｲ) 終了報告受理年月日 
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(3) ホームページへの掲載方法 

ア 自主回収着手時 

原則として「自主回収着手報告書」を保健所等が受理した翌日に掲載されます。 

イ 自主回収終了時 

「自主回収終了報告書」を保健所等が受理した日から起算して 2週間経過後まで公表さ

れます。 

 

東京都食品監視課ホームページ「食品衛生の窓」での公表イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 報道機関への発表を行う場合 

現に健康への悪影響が発生している場合や、そのおそれが高い場合等、緊急に広く都民に

事実を周知する必要のある事例が想定されます。 
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７ 自主回収着手報告の取下げ等 

(1) 自主回収着手報告の取下げ 

自主回収着手報告を行い、回収を開始したものの、その後の調査で条例に基づく報告義務

に当てはまらなくなることがあります。こうした場合には取下げ手続きをすることになりま

す。 

 

ア 取下げに該当する場合 

条例に基づく報告義務の対象外であることが明らかになった場合が、取下げ対象になり

ます。 

(ｱ)  食品衛生法違反や健康への悪影響のおそれがあると判断した事実に誤りがあり、そ

のおそれが否定された場合 

例：自主検査の結果が誤っていた 

指定外添加物を使用していたと考えていた物質が天然成分由来だった等 

(ｲ) 都内に商品が流通していなかった場合 

(ｳ) 納品先を調査した結果、限られた販売先にしか納品されておらず、都民に販売されて

いないことが明らかになった場合 

など 

 

イ 取下げ手続きと公表 

(ｱ) 取下げの手続き 

条例に基づく自主回収着手報告書を提出した事業所等が、当該報告書を提出した保健

所等に対して行います。 

取下げを行う者は、報告を取下げることとなった理由が明らかとなる書類等（自主検

査結果、製品の流通先一覧等）を持参のうえ、保健所等に対応を相談してください。 

事業者からの相談を受けた保健所等が、取下げ理由が合理的なものであると判断した

場合に、取下げ届（２５ページの例参照）を保健所等に提出します。 

(ｲ) 公表 

原則として、取下げ届を保健所等が受理した翌日に、東京都ホームページで公表して

いる自主回収情報について取下げが行われた旨、掲載されます（２４ページの例参照）。 

 

○ 自主回収着手報告取下げがあった場合の公表内容等 

１ 自主回収着手報告が取下げられた旨 

２ 取下げ届受理年月日及び着手報告受理年月日 

３ 食品名等（自主回収対象食品等の商品名、原産国、期限表示、ロット等）  

４ 自主回収着手報告の取下げ理由 

５ 特定事業者名及び所在地 

６ 備考（取下げ情報の公表期間等） 

 

自主回収取下げ届を保健所等が受理した日から１週間経過後に削除します。 
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自主回収取下げ時のインターネット公表イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 行政命令等の対象となった場合 

自主回収着手報告後に食品衛生法に基づく行政命令等が出され、命令等による回収が行わ

れることになった場合は本制度から除外されます。 

 

ア 行政命令等の対象になった場合の措置 

他道府県や都内保健所等が行政命令等を行った旨、着手報告を受けた保健所等が確認し

た時点で制度から除外されます。原則として、除外された翌日にホームページにその旨が

掲載されます。 

 

○ 自主回収報告受理後、行政命令等があった場合の公表内容等 

１ 当該自主回収事例について食品衛生法に基づく行政命令等があった旨 

２ 行政命令等について保健所等が確認した日 

３ 食品名等（自主回収対象食品等の商品名、原産国、期限表示、ロット等） 

４ 食品衛生法に基づく行政命令等があった理由 

５ 特定事業者名及び所在地 

６ 備考（公表期間等） 

 

自主回収事例について行政命令等があった旨、行政機関（保健所等）が確認した日から

1週間経過後に削除します。 
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年   月   日 

 

            殿 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称、主たる事務所の所在地及び代表者氏名） 

 

 

           届出責任者所属所在地 

                所属部署名 

                氏   名 

 

 

 

自主回収着手報告書の取下げ届 

 

 平成 年 月 日に提出した自主回収着手報告書について、報告すべき事由に該当しなくなっ

たので、下記のとおり取下げ届を提出します。 

 

記 

 

１ 自主回収しようとした食品等 

 

 

２ 取下げることとなった理由 

 

 

３ 担当者又は問い合わせ先 

 

 

 

 

（例）




